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Ⅰ 計画策定の趣旨等 

１ これまでの経過及び策定の趣旨 

本市では，国際障害者年(昭和 56(1981)年)，「国連・障害者の十年」(昭和 58(1983)

年から平成４(1992)年)に対応し，障害のある方の福祉を推進するため，昭和

58(1983)年，「障害者福祉計画」を策定しました。以来，社会状況等の変化に対応

するため新たな計画を策定し，障害のある方の福祉の総合的な推進に努めてまいり

ました。 

 

平成 10(1998)年 3 月には，それまでの身体障害のある方及び知的障害のある方

に加え，精神障害のある方や，難病患者などの制度の谷間とされる方々を施策の対

象に加え，障害の種別の枠を超えた視点に立ち，名称も，「障害者保健福祉計画」

に改め，保健・福祉が一体となった施策推進を図ることといたしました。 

平成 15(2003)年３月に障害福祉サービスの利用方法が措置制度から契約方式に

変わりました。この「支援費制度」に対応するため，平成 15年度から平成 19年度

までを期間とする障害者保健福祉計画を策定し，その円滑な導入を進めました。 

平成 18(2006)年 4 月の障害者自立支援法の施行は，障害種別ごとに提供されて

きた障害福祉サービスの一元化，施設や事業の再編など大きな制度改革となりまし

たが，それに対応するため，平成 23 年度までを計画期間とする「障害者保健福祉

計画」と，自立支援法により新たに策定することとなった「障害福祉計画」を一体

的なものとして策定し，また激変緩和措置を講じるなどの対応を進めました。 

国においても特別対策等が導入され，新たな制度の定着に向けた措置が進められ

る中，平成 21(2009)年 3 月には「第２期障害福祉計画」を策定し，これらに対応

してきました。 

 

平成 21年 12月，国に「障がい者制度改革推進本部」が設置され，障害者の権利

に関する条約（仮称）の締結に向けた国内法整備や自立支援法の廃止を前提とした

新たな立法措置等，障害のある方に関する施策の総合的な検討が続けられています。 
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平成 23(2011)年 6月に，障害者虐待の防止，障害者の養護者に対する支援等に関

する法律（いわゆる「障害者虐待防止法」）が成立，平成 24(2012)年 10 月から施

行されることとなっており，また，障害者基本法も大きく改正され，一部を除き，

平成 23年８月から施行されました。 

 

障害者制度が大きく変化する過渡期である現在，改革の方向性を見据えながら，

これまでの施策の達成状況等をふまえつつ，平成 23年３月 11日に発生した東日本

大震災からの復興を推進し，障害の有無にかかわらず誰もが安全に安心して生活で

きるまちの実現に向け，新たな「障害者保健福祉計画」及び「第３期障害福祉計画」

を策定するものです。 

 

２ 計画の位置づけ 

(1) 障害者保健福祉計画と本市の各計画等との関係 

「障害者保健福祉計画」は，平成 23 年３月に策定された「仙台市基本計画」

及び震災からの早期復旧・復興に向けて取り組むべき施策を体系的に定めた「仙

台市震災復興計画」をふまえながら，「高齢者保健福祉計画（介護保険事業計画）」，

「すこやか子育てプラン 2010」，「いきいき市民健康プラン」等の本市の関連す

る計画と連携し，保健福祉をはじめとした様々な分野にわたる障害のある方に関

する施策を総合的に推進するための計画として策定します。 

 

(2) 法の位置づけ 

障害者保健福祉計画は，障害者基本法第 11 条第３項に定める市町村における

障害者のための施策に関する基本的な計画（市町村障害者計画）として位置づけ

ます。 

第３期障害福祉計画は，障害者自立支援法第 88条第 1項に定める障害福祉サ

ービス，相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に関する計画（市町村

障害福祉計画）として策定するとともに，障害者保健福祉計画の前期３年間の障

害福祉サービス等の提供に係る実施計画として位置づけます。 
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計画の位置づけ（イメージ） 

３ 計画の範囲 

本市の障害者保健福祉計画においては，これまでも，三障害（身体障害のある方，

知的障害のある方，精神障害のある方）以外の障害者福祉制度の谷間にある方々も

支援の対象として，施策を展開してきました。 

障害者基本法の改正により，「障害者」の定義も広くなりましたが，本市の先駆

的な取り組みを引き継ぎ，障害者基本法に定める「障害者」を計画の対象とし，そ

の家族，取り巻く地域，そして社会全体も含め，障害のある方の自立と社会参加等

を支援する施策を推進します。 

※障害者基本法の改正により，「障害者」とは，心身の機能に障害があり，障害と「社

会的障壁」により，継続的に日常生活や社会生活に相当の制限を受ける状態にある方と

定義されました。「社会的障壁」とは，障害のある方が生活をしていくうえで，障壁と

なる事物や制度，慣行などその他一切のものとされています。 

障
害
者
自
立
支
援
法 

 
 

◆障害者施策に関する現状分析 

◆問題点の把握・評価 

◆課題の整理・分析 

◆計画の基本目標・基本方針 

◆施策の体系・方向性・展開 

◆計画の推進体制 など 

 

 

仙台市基本計画 仙台市震災復興計画 

仙台市障害者保健福祉計画 

 

●障害福祉サービス・相談支援の種類ごと

の必要な量の見込み  

●障害福祉サービス・相談支援の種類ごと

の必要な見込量の確保のための方策  

●地域生活支援事業の種類ごとの実施に関

する事項 など 

第３期障害福祉計画 

仙台市高齢者 

保健福祉計画 

（介護保険事業計画） 

仙台市教育振興 

基本計画 
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仙台市安全安心 
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仙台市消費生活 

基本計画 

他の個別計画 

仙台市地域保健福祉計画 

他の個別計画 
他の個別計画 

障害者 

基本法 
障害者 

基本 

計画 

身
体
障
害
者
福
祉
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的
障
害
者
福
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法 
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及
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祉
に
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す
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福
祉
法 

発
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等 

仙台市基本構想 
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４ 計画期間 

障害者保健福祉計画は，平成 24年度から平成 29年度までの６年間（平成 24年

度から平成 26年度までの３年間を前期，平成 27年度から平成 29年度までの３年

間を後期）とします。 

第３期障害福祉計画は，平成 24年度から平成 26年度までの３年間とします。 

平成 26 年度に次の「障害福祉計画」の策定とあわせて，障害者保健福祉計画の

中間評価を行います。ただし，国の障害者制度改革の動向も含め，社会状況等の変

化に対し，必要に応じて計画を見直します。 

 

第２期障害福祉計画 

現障害者保健福祉計画 

第第第第第第第第３３３３３３３３期期期期期期期期障障障障障障障障害害害害害害害害福福福福福福福福祉祉祉祉祉祉祉祉計計計計計計計計画画画画画画画画 

次期次期次期次期障害者保健福祉計画障害者保健福祉計画障害者保健福祉計画障害者保健福祉計画 

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 29年度 28年度 

中中中中 間 評 価間 評 価間 評 価間 評 価    
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Ⅱ 現状・計画の進捗等 

１ 障害者を取り巻く現状及び課題 

障害者手帳所持者数

は増加し，障害福祉サ

ービス利用者数も年々

伸びています。これに

伴い，障害のある方の

施策に係る事業費も増

加しており，今後も同

様の傾向が見込まれま

す。 

障害者手帳を所持していないものの支援の必要がある方の実態把握は困難

な面もありますが，障害のある方の範囲の拡大とあわせた施策の推進が求めら

れています。 

 

給付種類別利用者数の推移

2,321
2,439

2,913

3,335

1,125

714

1,038
1,129

1,567

1,544 1,481

1,267

1,685
1,618

198

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度

介護給付（旧法施設分を除く） 旧法施設 訓練等給付
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少子高齢化が進む今日，障害のある方とその家族の高齢化が進んでいます。 

平成 22 年度に実施した「障害者等保健福祉基礎調査」おいては，今後の不

安について，将来や家族・親の高齢化，親が亡くなった後の生活に関するもの

が多くなっています。障害のある方が身近な地域で安心して生活していくため

には，高齢化に対応しながら，ライフ・ステージに応じたきめ細かな支援を通

し，将来の不安を取り除いていくことが重要となっています。 

手帳所持者数の年齢構成比

6.7

6.7

6.8

6.8

6.8

6.9

6.7

6.7

6.9

7.0

8.4

8.5

8.6

8.5

8.5

8.1

8.1

8.3

8.5

8.8

14.3

13.5

13.0

12.3

11.8

55.6

56.5

56.6

57.1

57.1

H18年度
【37,208人】

H19年度
【39,141人】

H20年度
【40,233人】

H21年度
【41,676人】

H22年度
【42,798人】

18未満 18～29 30～39 40～49 50～59 60～

 

n=(842)  

自分自分自分自分がががが高齢高齢高齢高齢になったときのになったときのになったときのになったときの健康健康健康健康、、、、体力体力体力体力

障害障害障害障害がががが重重重重くなったときにこのままのくなったときにこのままのくなったときにこのままのくなったときにこのままの生活生活生活生活をををを続続続続けるけるけるける
ことができるかことができるかことができるかことができるか

一緒一緒一緒一緒にににに生活生活生活生活するするするする家族家族家族家族などのなどのなどのなどの高齢化高齢化高齢化高齢化

安定安定安定安定したしたしたした収入収入収入収入があるかがあるかがあるかがあるか

身身身身のののの回回回回りのりのりのりの介護介護介護介護などをするなどをするなどをするなどをする人人人人がいるかがいるかがいるかがいるか

仕事仕事仕事仕事がががが続続続続けられるかけられるかけられるかけられるか

仕事仕事仕事仕事をしたいがをしたいがをしたいがをしたいが受受受受けけけけ入入入入れてくれるれてくれるれてくれるれてくれる企業企業企業企業があるかがあるかがあるかがあるか

趣味趣味趣味趣味やややや生生生生きききき甲斐甲斐甲斐甲斐をもてるかをもてるかをもてるかをもてるか

そのそのそのその他他他他

特特特特にないにないにないにない

無回答無回答無回答無回答

47.9

46.1

36.8

24.2

22.2

13.9

10.3

9.7

1.4

5.7

7.2

0 10 20 30 40 50 60 (%)

【身体障害者本人】 

 

n=(269)  

家族家族家族家族のののの高齢化高齢化高齢化高齢化やややや親亡親亡親亡親亡きききき後後後後のののの生活生活生活生活

身身身身のののの回回回回りのりのりのりの介護介護介護介護などをするなどをするなどをするなどをする人人人人がいるかがいるかがいるかがいるか

ごごごご本人本人本人本人がががが高齢高齢高齢高齢になったときのになったときのになったときのになったときの健康健康健康健康、、、、体力体力体力体力

ごごごご本人本人本人本人にににに安定安定安定安定したしたしたした収入収入収入収入があるかがあるかがあるかがあるか

地震地震地震地震などのなどのなどのなどの災害災害災害災害

ごごごご本人本人本人本人がががが趣味趣味趣味趣味やややや生生生生きききき甲斐甲斐甲斐甲斐をもてるかをもてるかをもてるかをもてるか

仕事仕事仕事仕事をしたいがをしたいがをしたいがをしたいが受受受受けけけけ入入入入れてくれるれてくれるれてくれるれてくれる企業企業企業企業があるかがあるかがあるかがあるか

ごごごご本人本人本人本人がががが仕事仕事仕事仕事をををを続続続続けられるかけられるかけられるかけられるか

そのそのそのその他他他他

特特特特になしになしになしになし

無回答無回答無回答無回答

93.3

56.1

51.7

23.8

21.6

8.2

5.2

4.1

1.1

0.0

3.3

0 20 40 60 80 100 (%)

【知的障害者家族】 

 

n=(149)  

一人一人一人一人でででで生活生活生活生活することができるかすることができるかすることができるかすることができるか

生活生活生活生活するのにするのにするのにするのに十分十分十分十分なななな収入収入収入収入をををを得得得得ることができるかることができるかることができるかることができるか

病気病気病気病気がががが再発再発再発再発（（（（悪化悪化悪化悪化））））しないかしないかしないかしないか

働働働働くことができるかくことができるかくことができるかくことができるか

日常生活日常生活日常生活日常生活のののの援助援助援助援助をしてくれるをしてくれるをしてくれるをしてくれる人人人人がいるかがいるかがいるかがいるか

趣味趣味趣味趣味やややや生生生生きがいをきがいをきがいをきがいを持持持持つことができるかつことができるかつことができるかつことができるか

一緒一緒一緒一緒にににに暮暮暮暮らすらすらすらす配偶者配偶者配偶者配偶者やややや家族等家族等家族等家族等がいるかがいるかがいるかがいるか

そのそのそのその他他他他

特特特特になしになしになしになし

無回答無回答無回答無回答

75.2

68.5

58.4

49.0

39.6

33.6

31.5

3.4

0.0

2.7

0 20 40 60 80 (%)

【精神障害者家族】 

 

n=(108)  

親親親親のののの高齢化高齢化高齢化高齢化やややや親亡親亡親亡親亡きききき後後後後にににに対応対応対応対応できるかできるかできるかできるか

自立自立自立自立したしたしたした生活生活生活生活をををを送送送送れるようになるかれるようになるかれるようになるかれるようになるか

学校学校学校学校をををを卒業卒業卒業卒業してからのしてからのしてからのしてからの進路進路進路進路

子子子子どもにあったどもにあったどもにあったどもにあった就学就学就学就学・・・・進学進学進学進学

趣味趣味趣味趣味やややや生生生生きききき甲斐甲斐甲斐甲斐をもてるかをもてるかをもてるかをもてるか

いじめなどにあわないかいじめなどにあわないかいじめなどにあわないかいじめなどにあわないか

地震地震地震地震などのなどのなどのなどの災害災害災害災害

療育療育療育療育・・・・訓練訓練訓練訓練のののの場場場場のののの確保確保確保確保

そのそのそのその他他他他

特特特特になしになしになしになし

無回答無回答無回答無回答

87.0

74.1

45.4

37.0

35.2

29.6

27.8

22.2

11.1

0.0

0.9

0 20 40 60 80 100 (%)

【発達障害児（者）家族】 

仙台市障害企画課調べ 

障害者等保健福祉基礎調査(平成 22年度実施)より 
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障害のある方の就労状況としては，身体障害のある方や難病患者については，

会社員等の常勤の就労が多いものの，知的障害のある方及び精神障害のある方

は福祉施設での生産活動である，いわゆる福祉的就労が多く，また，収入に対

する不満も多くなっており，自立した生活に向け，障害の特性・状態等に応じ

た就労支援が求められています。 

 

 

 

 

 会
社
員
、
公
務
員
、 

団
体
職
員
な
ど
の 

常
勤
の
就
労 

パ
ー
ト
、 

ア
ル
バ
イ
ト 

自
営
業
（
手
伝
い 

を
含
む
） 

障
害
者
福
祉
施
設 

で
の
生
産
活
動 

職
親
制
度
に
よ
る 

訓
練 

内
職 

そ
の
他 

無
回
答 

身体障害者本人 

知的障害者本人 

精神障害者本人（通院） 

 

難病患者本人 

 

n=(124)  

収入収入収入収入がががが少少少少ないないないない

人間関係人間関係人間関係人間関係がうまくいかないがうまくいかないがうまくいかないがうまくいかない

治療治療治療治療とのとのとのとの両立両立両立両立がががが難難難難しいしいしいしい

就労時間就労時間就労時間就労時間やややや仕事仕事仕事仕事のののの内容内容内容内容のののの負担負担負担負担がががが大大大大きいきいきいきい

通勤通勤通勤通勤するのがするのがするのがするのが大変大変大変大変であるであるであるである

自分自分自分自分のののの技術技術技術技術やややや能力能力能力能力がががが生生生生かせないかせないかせないかせない

職場職場職場職場のののの障害障害障害障害にににに対対対対するするするする理解理解理解理解がががが不足不足不足不足しているしているしているしている

健康保険健康保険健康保険健康保険・・・・厚生年金厚生年金厚生年金厚生年金などがないなどがないなどがないなどがない

そのそのそのその他他他他

特特特特にににに悩悩悩悩みやみやみやみや不満不満不満不満はないはないはないはない

無回答無回答無回答無回答

54.8

26.6

20.2

19.4

16.9

14.5

12.9

11.3

12.9

14.5

0.8

0 10 20 30 40 50 60 (%)

【精神障害者本人(通院)】  

 n=(145)  

給料給料給料給料やややや工賃工賃工賃工賃などがなどがなどがなどが少少少少ないないないない

家家家家とととと仕事仕事仕事仕事をするをするをするをする場所場所場所場所をををを行行行行きききき来来来来するのがするのがするのがするのが大変大変大変大変であであであであ

るるるる 
人間関係人間関係人間関係人間関係がうまくいかないがうまくいかないがうまくいかないがうまくいかない 

仕事仕事仕事仕事をするをするをするをする場所場所場所場所でででで自分自分自分自分のののの障害障害障害障害のことをのことをのことをのことを分分分分かってかってかってかって
もらえないもらえないもらえないもらえない

健康保険健康保険健康保険健康保険・・・・厚生年金厚生年金厚生年金厚生年金などがないなどがないなどがないなどがない 

自分自分自分自分のできることとのできることとのできることとのできることと仕事仕事仕事仕事がががが違違違違うううう 

働働働働くくくく時間時間時間時間がががが長長長長いいいい、、、、仕事仕事仕事仕事がががが難難難難しいしいしいしい 

仕事仕事仕事仕事をするをするをするをする場所場所場所場所にににに必要必要必要必要ななななものがなくものがなくものがなくものがなく働働働働きづらいきづらいきづらいきづらい

そのそのそのその他他他他

困困困困っていないっていないっていないっていない

無回答無回答無回答無回答

35.9 

15.2 

14.5 

8.3 

7.6 

3.4 

3.４

0.７

4.8

29.0

11.0

0 10 20 30 40 50 (%) 

【知的障害者本人】 

障害者等保健福祉基礎調査(平成 22年度実施)より 
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障害のある方に対する差

別や理解の状況について，平

成18年度と平成22年度の障

害者等保健福祉基礎調査の

比較では，障害を理由とした

差別等を見たことがあると

いう回答は増え，障害のある

方への理解が深まったとす

る回答に大きな変化はみら

れないことから，障害を理由

とする差別等の解消と，社会

を構成する一員としての権

利擁護とその推進が一層必

要となっています。 

 

このような現状のほか，障害者制度改革による法改正や新法の制定など，障害

のある方を取り巻く状況は大きく変化しようとしています。本市財政が年々厳し

さを増す中，これらの変化に伴うニーズの増加，多様化に対応していくためには，

事業を継続的に検証し，必要に応じた見直しを行うなどしながら，緊急性や重要

性に応じた施策の展開が求められています。 

また，震災からの復興を進める中，被災者の心のケア等の支援を行いながら，

震災を教訓とし，災害があっても安全に安心して暮らすことができる生活環境の

実現に向け，安否確認や避難，避難所のあり方など，防災対策等を講じていく必

要があります。 

 

２ 障害者保健福祉計画及び第２期障害福祉計画の進捗等について 

(1) 障害者保健福祉計画（18 年度～23 年度）の概況 

①精神障害者退院促進事業，②精神科救急システム，③地域リハビリテーショ

ン推進事業，④発達障害者支援体制整備事業，⑤障害者相談支援事業，⑥就労支

 

18 年度調査 

22 年度調査 

 

あ
る 

な
い 

わ
か
ら
な
い 

無
回
答 

障害を理由とした差別、無視やいやがらせなどを見たことの有無（％） 

 

18 年度調査 

22 年度調査 

深
ま
っ
て
き
た

  

深
ま
っ
て
い
な
い 

わ
か
ら
な
い 

無
回
答 

障害のある方への理解（％） 

少
し 

深
ま
っ
て
き
た 

あ
ま
り 

深
ま
っ
て
い
な
い 

 

障害者等保健福祉基礎調査より 
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援システム整備事業の６事業を重点事業として位置づけました。 

計画期間においては，精神障害のある方の病院から地域生活への移行を促進す

るため，宿泊型訓練などを行うとともに，移転新築される仙台市立病院への精神

科救急基幹施設の設置に関し検討を進めました。在宅の障害のある方が身近な地

域で適切なリハビリテーションを受けられる体制整備の一つとして，若林障害者

福祉センターを整備し，また，発達障害のある方の相談や支援の体制の強化を図

るため，南部発達相談支援センターを整備しました。（平成 24年１月に開所予定）

仙台市障害者自立支援協議会からの相談支援体制の再編強化の方向性を受け，相

談支援の各主体の協働による障害のある方への支援の仕組みづくりを進めると

ともに，地域における障害者職業能力開発促進事業，知的障害者チャレンジオフ

ィス事業などを展開し，障害のある方の就労支援の取り組みを進めました。 

 

(2) 第２期障害福祉計画（21～23 年度。以下「第２期計画」という。）の概況 

第２期計画においては，①施設入所者の地域生活への移行者数，②施設入所者

数，③入院中の精神障害者の地域生活への移行者数，④福祉施設から一般就労へ

の移行者数の４項目について数値目標を，各種障害福祉サービス，地域生活支援

事業については，その見込量を掲げ，目標達成や必要なサービス量の確保に向け

取り組んできました。 

 

両計画とも，障害者自立支援法施行による施設，事業体系の再編をはじめとし

た大きな変革の中，障害のある方が安心して地域生活ができるよう，制度の構築

や支援体制の整備，サービスの確保などの課題を克服しながら，施策の推進に努

めてきました。 

国において障害者制度改革が進められる中，障害者自立支援法に代わる障害

者総合福祉法（仮称）の制定を目指した作業が進められており，大きな制度改

正も予想されるところですが，制度改正に対応しながら，障害のある方の地域

生活を支えるため，そのニーズを的確にとらえ，必要なサービス，支援を提供

していくことが求められています。 
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Ⅲ 基本目標及び基本方針 

１ 基本目標 

本市の計画においては，長年にわたり，昭和 56 年の国際障害者年のテーマ「完

全参加と平等」，国の障害者基本計画の理念「ノーマライゼーション」と「リハビ

リテーション」を基本理念としてきました。 

これらが掲げられてから約 30 年が経過し，障害のある方に関する考え方や取り

巻く環境等は大きく変化してきました。 

国で進められている障害者制度改革の一環として行われた障害者基本法の改正

では，「全ての国民が，障害の有無によって分け隔てられることなく，相互に人格

と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現」と，目指す社会像が示されたとこ

ろです。 

また，現障害者保健福祉計画からは，ＩＣＦ（国際生活機能分類）という視点を

取り入れ，心身の機能の面だけに着目するのではなく，障害のある方を取り巻く生

活環境等も含めた総合的な施策の推進に努めてきました。 

このような中，平成 23 年３月に策定された仙台市総合計画 2020 では，目指す

べき都市像の一つに「支え合う健やかな共生の都」，そして「すべての市民が人間

の尊厳を大切にし，多様性を認め合いながら，能力を発揮することができ，一人ひ

とりが尊重されるまち」を掲げたところです。 

本計画においては，これまでの障害者保健福祉計画の基本理念とこれまでの本市

の施策の取り組み状況や現状及びその課題等をふまえ，仙台市総合計画 2020に掲

げる都市像「共生の都」，障害者基本法の目指す社会像「共生する社会」の実現に

向けた施策を総合的・計画的に推進していくため，基本目標を次のとおり定めます。 
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基本目標の実現にあたっては，次の３つの視点に立って施策を推進します。 

(1) 自分らしく生き生きと生活する 

障害の有無にかかわらず，自分の意思に基づき，自立した生活ができるよ

うなサービスや支援の提供等 

(2) 地域でともに支え合い，安心して暮らす 

様々な関係機関や団体等が連携・協力し，障害のある方も含め，地域全体

として支え合いながら，安心して生活できる環境づくり 

(3) 生きがいをもって社会で活動・参加する 

障害のある方が，社会を構成する一員として，就労やスポーツ，文化活動

など，あらゆる分野において，その活動が確保され，自己実現に向けて取り

組める社会環境の整備 

 

 

 

理 念理 念理 念理 念    

基本目標基本目標基本目標基本目標    
誰誰誰誰もがもがもがもが互互互互いにいにいにいに尊重尊重尊重尊重しししし，，，，支支支支ええええ合合合合いながらいながらいながらいながら，，，，生生生生きがいをきがいをきがいをきがいを持持持持ってってってって，，，，    

自立自立自立自立したしたしたした生活生活生活生活をををを送送送送ることができるまちることができるまちることができるまちることができるまち・・・・仙台仙台仙台仙台のののの実現実現実現実現    

「「「「完全参加完全参加完全参加完全参加とととと平等平等平等平等」」」」 

「「「「リハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーション」」」」 

「「「「ノーマライゼーションノーマライゼーションノーマライゼーションノーマライゼーション」」」」 
「「「「共生共生共生共生のののの都都都都」」」」・・・・    

「「「「共生共生共生共生するするするする社会社会社会社会」」」」 

理念・基本目標の概念（イメージ） 

    (1) (1) (1) (1) 自分自分自分自分らしらしらしらしくくくく生生生生きききき生生生生きときときときと生活生活生活生活するするするする    

視点視点視点視点    (2) (2) (2) (2) 地域地域地域地域ででででともにともにともにともに支支支支ええええ合合合合いいいい，，，，安心安心安心安心してしてしてして暮暮暮暮ららららすすすす    

    (3) (3) (3) (3) 生生生生きがいをもってきがいをもってきがいをもってきがいをもって社会社会社会社会でででで活動活動活動活動・・・・参加参加参加参加するするするする    
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２ 基本方針  

基本目標を実現するための施策の方向性として５つの基本方針を定めます。 

(1) (1) (1) (1) 自立自立自立自立にににに向向向向けたけたけたけた市民市民市民市民理解理解理解理解のののの促進促進促進促進とととと権利擁護権利擁護権利擁護権利擁護のののの推進推進推進推進    

障害のある方の自立した地域生活の実現にあたっては，必要な支援の提供

や，物理的な障壁（バリア）の除去のみならず，意識や制度，慣行などに潜

む障壁（バリア）を取り除いていくことが不可欠です。そのためには社会全

体として障害への理解を深めることが必要であり，様々な機会をとらえ普及

啓発等を行います。 

また，権利を保護する取り組みを強化するとともに，尊厳を守るため，虐

待の防止体制の整備を行うなど権利擁護を推進します。 
 

(2) (2) (2) (2) 生涯生涯生涯生涯にわたりにわたりにわたりにわたり地域地域地域地域でのでのでのでの生活生活生活生活をををを支援支援支援支援するするするする体制体制体制体制のののの充実充実充実充実    

障害のある方が住みなれた地域で生活できるよう，その意思を尊重し，必

要なサービスや支援等を提供するための相談支援体制を強化するとともに，

障害の早期発見やライフ・ステージに対応した支援を行っていきます。 

医療的ケアが必要な方や重症心身障害児者，強度行動障害のある方など，

特に支援の必要な方に対するサービス等の提供や，発達障害のある方，難病

患者など多様化する障害の特性等に応じた適切な支援を行います。 

また，障害の原因となる傷病などの予防，障害の軽減，健康を維持するた

めの保健・医療施策を推進するとともに，自殺予防対策の推進，精神科救急

システムの整備を進めます。 
 

((((3) 3) 3) 3) 誰誰誰誰もがもがもがもが安心安心安心安心してしてしてして地域地域地域地域でででで生活生活生活生活できるできるできるできる環境環境環境環境のののの整備整備整備整備    

障害のある方が安全に安心して地域で暮らせるよう，様々な環境を整備し

ます。 

身近な地域でリハビリテーションを受けられる体制の整備を進めるととも

に，支援を通し，自己決定に基づき，住まいの場や日中活動の場を選択でき

る環境を整えていきます。また障害のある方とその家族を包み込む地域にお

ける支え合いの体制づくりを進めます。 

物理的な障壁や情報における障壁の除去を促進し，安全な生活空間の形成

基本方針基本方針基本方針基本方針    
    (1) (1) (1) (1) 自立自立自立自立にににに向向向向けたけたけたけた市民市民市民市民理解理解理解理解のののの促進促進促進促進とととと権利擁護権利擁護権利擁護権利擁護のののの推進推進推進推進    

    (2) (2) (2) (2) 生涯生涯生涯生涯にわたりにわたりにわたりにわたり地域地域地域地域でのでのでのでの生活生活生活生活をををを支援支援支援支援するするするする体制体制体制体制のののの充実充実充実充実    

    (3) (3) (3) (3) 誰誰誰誰もがもがもがもが安心安心安心安心ししししてててて地域地域地域地域でででで生活生活生活生活できるできるできるできる環境環境環境環境のののの整備整備整備整備    

    (4) (4) (4) (4) 就労就労就労就労やややや社会参加社会参加社会参加社会参加によるによるによるによる生生生生きがいづくりきがいづくりきがいづくりきがいづくり    

    (5) (5) (5) (5) サービスサービスサービスサービスのののの充実充実充実充実とととと質質質質のののの向上向上向上向上    
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を図るとともに，移動に関する様々な支援により，社会活動の促進を図りま

す。 

また，震災の経験を踏まえ，災害に備えた対策を推進し，災害時の支援体

制の整備や災害時におけるサービス提供体制の確保等の取り組みや防災対策

を進めます。 
 

(4) (4) (4) (4) 就労就労就労就労やややや社会参加社会参加社会参加社会参加によるによるによるによる生生生生きがいづくりきがいづくりきがいづくりきがいづくり    

障害のある方が，就労や，スポーツ・レクリエーション活動，文化・芸術

活動を通して，地域の中で生きがいや働きがいのある生活を送ることができ

るように，障害程度・特性に応じた多様な就労環境づくりを推進するととも

に，市民の理解と関心を高め，相互理解・交流を推進しながら社会参加の一

層の促進を図ります。 
 

(5) (5) (5) (5) サービスサービスサービスサービスのののの充実充実充実充実とととと質質質質のののの向上向上向上向上    

障害のある方とその家族がいつでもどこでも必要とするサービスを選択で

きる基盤整備を促進するとともに，必要なサービス量の確保を図ります。サ

ービスの提供者である事業者への指導等の実施や一人ひとりを理解し，それ

ぞれに合った支援を提供できる質の高い人材の育成を進め，サービスの質の

向上を図ります。 
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Ⅳ 施策体系等 

１ 施策体系 

基本目標のもと，基本方針にそって施策を体系的に整理し，総合的に推進します。 

１１１１    自立自立自立自立にににに向向向向けたけたけたけた市民理解市民理解市民理解市民理解のののの促進促進促進促進とととと権利擁護権利擁護権利擁護権利擁護のののの推進推進推進推進    

 (1) 市民理解と相互交流の促進 

   ① 市民理解の促進 

   ② 相互理解と交流の促進 

 (2) 障害者の権利擁護や虐待防止対策の推進 

   ① 権利擁護の推進 

   ② 虐待防止対策の推進 

２２２２        生涯生涯生涯生涯にわたりにわたりにわたりにわたり地域地域地域地域でのでのでのでの生活生活生活生活をををを支援支援支援支援するするするする体制体制体制体制のののの充実充実充実充実        

 (1) 相談支援体制の強化 

   ① 相談支援体制の整備 

   ② 障害障害障害障害のののの多様多様多様多様化化化化にににに応応応応じたじたじたじた相談支援相談支援相談支援相談支援のののの充実充実充実充実    

   ③ ケアマネジメント推進体制の整備 

 (2) 障害児に対する支援の充実 

   ① 障害児とその家族への支援 

   ② 放課後の居場所づくり 

   ③ 教育環境の充実 

   ④ 地域における療育の支援 

 (3) 障害特性等に対応した支援の充実 

   ① 障害特性等に対応した特別な支援 

   ② 心身の状態に応じた適切な支援 

 (4) 保健・医療の推進 

   ① 健診・受診の促進 

   ② 健康づくりの推進 

  ③③③③    精神疾患等精神疾患等精神疾患等精神疾患等のののの早期発見早期発見早期発見早期発見・・・・早期支援早期支援早期支援早期支援のののの推進推進推進推進    

   ④④④④    自殺予防の推進 

   ⑤⑤⑤⑤    精神科救急システムの整備 
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３３３３        誰誰誰誰もがもがもがもが安心安心安心安心してしてしてして地域地域地域地域でででで生活生活生活生活できるできるできるできる環境環境環境環境のののの整備整備整備整備    

 (1) 地域で生活していくための環境整備 

   ① 地域生活支援のための拠点の整備 

   ② 住まいの場の確保等地域移行支援 

   ③ 地域住民同士の支え合いの体制構築 

   ④ 防犯対策の推進 

 (2) 誰もが生活しやすいまちづくりの推進 

   ① バリアフリー・ユニバーサルデザインの推進 

   ② 容易に移動できる環境の整備 

   ③ コミュニケーション支援の充実 

 (3) 震災を踏まえた災害対応の強化 

   ① 災害に備えた対策の推進 

   ② 災害時の支援体制の整備 

   ③ 災害時におけるサービス提供体制の確保 

４４４４    就労就労就労就労やややや社会参加社会参加社会参加社会参加によるによるによるによる生生生生きがいづくりきがいづくりきがいづくりきがいづくり    

 (1) 多様な就労による生きがいづくり 

   ① 多様な就労の場の創出 

   ② 就労促進に向けた普及啓発 

 (2) 障害者就労支援体制の充実 

   ① 就労支援ネットワークの推進 

   ② 個別ニーズに対応できる支援体制の整備 

 (3) スポーツ・文化・芸術活動への支援 

   ① スポーツ・レクリエーション活動の促進 

   ② 文化・芸術活動の促進 

 (4) 障害者自身による主体的な社会的活動支援 

   ① 当事者活動の推進 

   ② 社会的活動への参加促進 

５５５５        サービスサービスサービスサービスのののの充実充実充実充実とととと質質質質のののの向上向上向上向上    

 (1) サービスを選択できる環境の整備 

   ① 障害福祉サービス提供体制の整備 

   ② 地域生活を支える各種サービスの提供 

   ③ サービスの質の維持向上を図る指導 

 (2) 人材の育成・確保 

   ① 障害福祉に従事する人材育成・研修の充実 

   ② ボランティアなど地域で支える担い手の確保 
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２ 重点プロジェクト 

本計画では，緊急に取り組むべき施策や重点的に取り組むべき課題に対応するた

め，次の５つを「重点プロジェクト」とします。 

 

 

 

 

(1)(1)(1)(1)    震災震災震災震災からのからのからのからの復興施策復興施策復興施策復興施策のののの推進推進推進推進    
震災を教訓に，安否確認や避難のあり方，適切な情報伝達，被災後の生活支援な

ど，災害時等における障害のある方への支援体制を充実していきます。 

また，震災により被災した障害者支援施設等の復旧や影響を受けた就労状況の改

善を進めるとともに，被災による生活環境の変化等に伴う精神面の不安に対する「こ

ころのケア」について対応を強化していきます。 

あわせて，きめ細かな支援が提供できるよう，相談支援体制の強化や人材育成を

通し，支援のネットワークづくりの充実を図り，安心して地域生活を送ることがで

きるよう，有機的な連携のもと各種の事業を推進します。  

(2)(2)(2)(2)    障害児障害児障害児障害児へのへのへのへの支援支援支援支援のののの充実充実充実充実    
法改正による平成 24 年４月からの障害児関係施設等の体系再編に対応しながら，

専門相談機関や学校，施設等との連携のもと，幼児期から成年期に至るまで一貫し

た支援を推進します。 

発達や成長に応じた適切な支援を行うとともに，特に，生涯にわたる生活の基礎

が培われる大切な時期である就学前の療育体制を強化していきます。 

また，就学以降の健やかな成長と生活能力の向上等を図るため，放課後等デイサ

ービスなどの放課後の居場所づくりを推進するなど，障害のある子どもとその家族

への支援の充実を図っていきます。 

(3)(3)(3)(3)    就労支援体制就労支援体制就労支援体制就労支援体制のののの推進推進推進推進    

福祉的就労から一般就労に移行できるよう，本市障害者就労支援センターや関係

機関，就労支援事業所等によるネットワークを活用し，職業能力の開発や就労継続

に向けた支援を行うとともに，福祉的就労の充実を図ります。 

また，一般就労の拡大に向け，障害のある方への支援だけでなく，企業等に対し，

障害者雇用に係る継続的な広報や障害の特性に応じた就労機会の創出などについて

働きかけなどを行っていく総合的な就労支援体制づくりを進めます。 

あわせて，就労支援の中核を担っている障害者就労支援センターのあり方につい

て検討していきます。 

(4)(4)(4)(4)    精神障害者精神障害者精神障害者精神障害者へのへのへのへの施策施策施策施策のののの充実充実充実充実    
精神障害のある方については，国の「入院医療中心から地域生活中心へ」という

基本理念にそって，本市においても各種事業に取り組んできたところですが，偏見

や長期入院者の地域生活への移行など，いまだ課題が多く，引き続き重点的に取り

組みます。 

精神疾患・精神障害に関する正しい理解の普及啓発を進めるとともに，精神科救

(1) (1) (1) (1) 震災震災震災震災からのからのからのからの復興施策復興施策復興施策復興施策のののの推進推進推進推進    

(2) (2) (2) (2) 障害児障害児障害児障害児へのへのへのへの支援支援支援支援のののの充実充実充実充実    

(3) (3) (3) (3) 就労支援体就労支援体就労支援体就労支援体制制制制のののの推進推進推進推進    

(4) (4) (4) (4) 精神障害者精神障害者精神障害者精神障害者へのへのへのへの施策施策施策施策のののの充実充実充実充実    

(5) (5) (5) (5) 障害障害障害障害のののの重度化重度化重度化重度化・・・・多様多様多様多様化化化化へのへのへのへの対応対応対応対応のののの強化強化強化強化    
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急システムの整備や，地域移行支援及び地域定着支援による退院や地域への定着の

推進，就労支援施策との連携などにより，地域生活に向けた施策の充実を図ってい

きます。またまたまたまた、、、、重症化重症化重症化重症化のののの予防予防予防予防やややや様様様様々々々々なななな精神症状精神症状精神症状精神症状へのへのへのへの的確的確的確的確なななな対応対応対応対応のためのためのためのため、、、、早期早期早期早期発見発見発見発見････早早早早

期支援期支援期支援期支援のののの取取取取りりりり組組組組みみみみをををを進進進進めますめますめますめます。。。。 

 

(5)(5)(5)(5)    障害障害障害障害のののの重度化重度化重度化重度化・・・・多様化多様化多様化多様化へのへのへのへの対応対応対応対応のののの強化強化強化強化    
医療的ケアが必要な方や重症心身障害児者，強度行動障害のある方など重い障害

により特別な支援が必要な方が地域で生活できるよう，サービス提供のほか，住ま

いの場の確保に向けた取り組みや社会参加，権利擁護などを推進します。 

発達障害や難病等の慢性疾患，高次脳機能障害など障害の種類は多様化していま

す。障害者基本法の改正により障害のとらえ方も広くなり，就労や相談などについ

て障害や心身の状態に応じた支援が求められており，引き続き必要な支援を行って

いくとともに，国の障害者制度改革の方向も見定めながら対応の強化に努めていき

ます。 

Ⅴ 施策の展開 

１ 各施策の概要 

基本方針基本方針基本方針基本方針１１１１    自立自立自立自立にににに向向向向けたけたけたけた市民理解市民理解市民理解市民理解のののの促進促進促進促進とととと権利擁護権利擁護権利擁護権利擁護のののの推進推進推進推進    
(1) 市民理解と相互交流の促進 

① 市民理解の促進 

誤解や偏見，差別をなくすため，多様な媒体や機会等を活用して，障害に関する

正しい知識の普及啓発を行い，市民理解を進めます。 

② 相互理解と交流の促進 

障害者週間(12 月 3 日から 12 月 9日)を中心に，障害の有無にかかわらず誰もが

集い，交流できるイベント等を開催し，障害のある方に対する理解や関心が深め

られるよう努めます。 

(2) 障害者の権利擁護や虐待防止対策の推進 

① 権利擁護の推進 

生活設計や金銭管理等を行うことが困難な障害のある方に対して，本人の意思を

尊重しながら，相談，福祉サービスの契約や財産を保護する制度の利用を支援し，

権利の擁護を図ります。 

② 虐待防止対策の推進 

「障害者虐待防止法」をふまえ，障害者虐待の予防及び早期発見，障害のある方

の保護や自立に向けた支援などを行う体制の整備を図るとともに，障害者虐待防

止について普及啓発を進めます。 

 

基本方針基本方針基本方針基本方針２２２２    生涯生涯生涯生涯にわたりにわたりにわたりにわたり地域地域地域地域でのでのでのでの生活生活生活生活をををを支援支援支援支援するするするする体制体制体制体制のののの充実充実充実充実    
(1) 相談支援体制の強化 

① 相談支援体制の整備 

区役所区役所区役所区役所とととと障害者相談支援事業所障害者相談支援事業所障害者相談支援事業所障害者相談支援事業所ののののコーディネートコーディネートコーディネートコーディネート機能機能機能機能をををを強化強化強化強化しししし，，，，地域地域地域地域のののの事業事業事業事業

者者者者・・・・支援者支援者支援者支援者とのとのとのとの連携連携連携連携をををを推進推進推進推進するとともにするとともにするとともにするとともに，，，，これをこれをこれをこれを担担担担うううう人材人材人材人材をををを配置配置配置配置・・・・育成育成育成育成しししし，，，，どこどこどこどこ

でででで相談相談相談相談をををを受受受受けてもけてもけてもけても必要必要必要必要なななな支援支援支援支援がががが提供提供提供提供できるできるできるできる体制体制体制体制づくりづくりづくりづくりをををを進進進進めめめめますますますます。。。。    

② 障害障害障害障害のののの多様化多様化多様化多様化にににに応応応応じたじたじたじた相談支援相談支援相談支援相談支援のののの充実充実充実充実    

本市本市本市本市のののの相談機関相談機関相談機関相談機関（（（（精神保健福祉総合精神保健福祉総合精神保健福祉総合精神保健福祉総合センターセンターセンターセンター，，，，障害者更生相談所障害者更生相談所障害者更生相談所障害者更生相談所，，，，及及及及びびびび北北北北部部部部・・・・

南部南部南部南部発達相談支援発達相談支援発達相談支援発達相談支援センターセンターセンターセンター））））がそのがそのがそのがその機能機能機能機能をををを最大限発揮最大限発揮最大限発揮最大限発揮しながらしながらしながらしながら，，，，よりよりよりより身近身近身近身近なななな相談相談相談相談
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機関機関機関機関（（（（自閉症児者相談支援自閉症児者相談支援自閉症児者相談支援自閉症児者相談支援センターセンターセンターセンター，，，，中途視覚障害者支援中途視覚障害者支援中途視覚障害者支援中途視覚障害者支援センターセンターセンターセンター等等等等））））のののの充実充実充実充実をををを

図図図図りりりり，，，，障害障害障害障害のののの多様化多様化多様化多様化にににに応応応応じたじたじたじた相談相談相談相談支援支援支援支援をををを行行行行いますいますいますいます。。。。    

③ ケアマネジメント推進体制の整備 

サービス等利用計画作成作成作成作成のののの運用見直運用見直運用見直運用見直しにあわせしにあわせしにあわせしにあわせ，，，，本市本市本市本市のののの障害者障害者障害者障害者ケアマネジメンケアマネジメンケアマネジメンケアマネジメン

トトトトのののの制度的運用制度的運用制度的運用制度的運用をををを再構築再構築再構築再構築するとともにするとともにするとともにするとともに，，，，社会資源社会資源社会資源社会資源やややや制度制度制度制度のののの有効活用有効活用有効活用有効活用とととと課題課題課題課題のののの集集集集

約約約約・・・・検討検討検討検討をををを行行行行うううう主体主体主体主体としてとしてとしてとして，，，，各区各区各区各区にににに自立支援協議会自立支援協議会自立支援協議会自立支援協議会をををを設置設置設置設置しししし，，，，ケアマネジメントケアマネジメントケアマネジメントケアマネジメント

のののの推進推進推進推進をををを図図図図りますりますりますります。。。。 

(2) 障害児に対する支援の充実 

① 障害児とその家族への支援 

障害の早期発見や，年齢，発達等に応じた支援を行うともに，就学前療育を充実

し，子育て家庭の地域生活と障害のある子どもの自立等を支援します。 

② 放課後の居場所づくり 

就学以降の健やかな成長と生活能力の向上等を図る放課後等デイサービスなど

の放課後の居場所づくりを推進します。 

③ 教育環境の充実 

特別支援教育や教育相談等を通し，障害のある子どもの教育環境の充実を図りま

す。 

④ 地域における療育の支援 

児童福祉法の改正により再編される「児童発達支援センター」等の機能を活かし，

地域における療育の支援を強化します。 

(3) 障害特性等に対応した支援の充実 

① 障害特性等に対応した特別な支援 

医療的ケアが必要な方や重症心身障害児者，強度行動障害のある方など障害の状

態に応じて特別な支援が必要な方々が，地域で安心して生活できるよう支援を行

います。 

② 心身の状態に応じた適切な支援 

難病患者，高次脳機能障害のある方，中途視覚障害者など，現行の障害福祉サー

ビスでは対応が困難な障害のある方に対し，心身の状態等に応じた，きめ細かな

相談や支援等を行い，自立や社会参加を推進していきます。 

(4) 保健・医療の推進 

① 健診・受診の促進 

障害の原因となる生活習慣病などの予防，二次障害，障害の重度化を防ぐため，

必要な医療の給付や，健康診断，診療を受けることを勧奨していきます。 

② 健康づくりの推進 

心の健康づくりや食育，スポーツなどを通し，生涯にわたる心身の健康づくりを

進めます。 

③③③③    精神疾患等精神疾患等精神疾患等精神疾患等のののの早期発見早期発見早期発見早期発見・・・・早期支援早期支援早期支援早期支援のののの推進推進推進推進    

精神疾患精神疾患精神疾患精神疾患・・・・精神障害精神障害精神障害精神障害にににに関関関関するするするする正正正正しいしいしいしい理解理解理解理解のののの普及啓発普及啓発普及啓発普及啓発をををを行行行行うとともにうとともにうとともにうとともに、、、、精神疾患精神疾患精神疾患精神疾患

のののの重症化重症化重症化重症化をををを防防防防ぐためぐためぐためぐため、、、、発病後発病後発病後発病後のののの早期早期早期早期にににに発見発見発見発見しししし適適適適切切切切なななな支援支援支援支援をををを行行行行えるようえるようえるようえるよう、、、、取取取取りりりり組組組組みみみみ

をををを推進推進推進推進しますしますしますします。。。。    

④④④④ 自殺予防対策の推進 

平成 23 年 11 月に設置したこころの絆センター（自殺予防情報センター）を中心

に関係機関と連携しながら，自殺対策の総合的な支援体制の強化等を進めます。 

⑤⑤⑤⑤ 精神科救急システムの整備 

心心心心のののの問題問題問題問題やややや精神疾患精神疾患精神疾患精神疾患をををを抱抱抱抱えるえるえるえる市民市民市民市民がががが安心安心安心安心してしてしてして生活生活生活生活できるようできるようできるようできるよう、、、、新市立病院内新市立病院内新市立病院内新市立病院内にににに

単科精神科病院単科精神科病院単科精神科病院単科精神科病院ではではではでは対応対応対応対応がががが難難難難しいしいしいしい身体疾患身体疾患身体疾患身体疾患とととと精神疾患精神疾患精神疾患精神疾患をあわせをあわせをあわせをあわせ持持持持ったったったった救急患者救急患者救急患者救急患者をををを

受受受受けけけけ入入入入れるれるれるれる態勢態勢態勢態勢をををを整整整整えるなどによりえるなどによりえるなどによりえるなどにより、、、、精神科救急精神科救急精神科救急精神科救急システムシステムシステムシステムをををを整備整備整備整備しますしますしますします。。。。 
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基本方針基本方針基本方針基本方針３３３３    誰誰誰誰もがもがもがもが安心安心安心安心してしてしてして地域地域地域地域でででで生活生活生活生活できるできるできるできる環境環境環境環境のののの整備整備整備整備    
(1) 地域で生活していくための環境整備 

① 地域生活支援のための拠点の整備 

中途障害者支援中途障害者支援中途障害者支援中途障害者支援システムシステムシステムシステムのののの中核中核中核中核をををを担担担担うううう専門機関専門機関専門機関専門機関としてとしてとしてとして、、、、障害者更生相談所障害者更生相談所障害者更生相談所障害者更生相談所をををを移移移移

転転転転しししし、（、（、（、（仮称仮称仮称仮称））））身体障害者総合支援身体障害者総合支援身体障害者総合支援身体障害者総合支援センターセンターセンターセンターをををを整備整備整備整備するとともにするとともにするとともにするとともに、、、、障害者障害者障害者障害者がががが暮暮暮暮らららら

しやすいしやすいしやすいしやすい地域社会地域社会地域社会地域社会づくりとづくりとづくりとづくりと、、、、地域地域地域地域におけるにおけるにおけるにおけるリリリリハビリテーションハビリテーションハビリテーションハビリテーション推進推進推進推進のののの拠点拠点拠点拠点としてとしてとしてとして

（（（（仮称仮称仮称仮称））））青葉障害者福祉青葉障害者福祉青葉障害者福祉青葉障害者福祉センターセンターセンターセンターのののの整備整備整備整備にににに向向向向けたけたけたけた検討検討検討検討をををを進進進進めめめめますますますます。。。。 

② 住まいの場の確保等地域移行支援 

身近な地域で，生きがいを持って，自立した生活を送るための基盤となる住まい

の場と日中活動の場の整備を促進し，障害のある方が充実した地域生活を送るこ

とができる環境の整備に努めます。 

③ 地域住民同士の支え合いの体制構築 

地区社会福祉協議会による小地域福祉ネットワーク活動や民生委員･児童委員，

町内会，ボランティア団体等の様々な活動を通し，障害のある方を含めた地域住

民同士による支え合いの取り組みを推進します。 

④ 防犯対策の推進 

障害のある方とその家族が犯罪に巻き込まれることがないよう，機会をとらえて，

犯罪被害防止に係る知識の普及を図ります。 

(2) 誰もが生活しやすいまちづくりの推進 

① バリアフリー・ユニバーサルデザインの推進 

「ひとにやさしいまちづくり条例」の整備基準等に基づく建築物等のバリアフリ

ー化の推進や障害の有無等にかかわらず誰もが利用しやすいユニバーサルデザイ

ンの普及促進を図ります。 

② 容易に移動できる環境の整備 

歩行空間の段差解消や視覚障害者誘導用ブロックの敷設など道路環境の整備，鉄

道駅やバス車両のバリアフリー化により容易に移動できる環境の整備を通し，社

会活動の促進を図ります。 

③ コミュニケーション支援の充実 

視覚や聴覚等の障害により情報の取得や伝達に困難を生じる方について，手話，

要約筆記，点字のほか，ICT 等を活用し，情報のバリアフリー化，コミュニケーシ

ョン手段の充実を図っていきます。 

(3) 震災を踏まえた災害対応の強化 

① 災害に備えた対策の推進 

災害発生時に自らの命を守る対策や災害に備えた食料等の備蓄を促すほか，障害

特性から必要となる物資等の準備の必要性について啓発するとともに，地域や関

係機関等の連携・協力による支え合い活動を通して，災害対策を推進します。 

② 災害時の支援体制の整備 

支援を要する障害のある方とその家族が安心できる避難のあり方の検討を進め

るとともに，安否確認，避難所への誘導などが迅速に行われる支援体制の整備を

進めます。 

③ 災害時におけるサービス提供体制の確保 

障害者支援施設等における事業継続計画（ＢＣＰ）の策定を促進し，災害時にお

ける障害者支援とサービスの提供の両立を図るとともに，被災してもいち早い事

業再開が可能となる体制づくりを進めます。 
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基本方針基本方針基本方針基本方針４４４４    就労就労就労就労やややや社会参加社会参加社会参加社会参加によるによるによるによる生生生生きがいづくりきがいづくりきがいづくりきがいづくり    
(1) 多様な就労による生きがいづくり 

① 多様な就労の場の創出 

障害のある方が働くことを通して生きがいのある生活を送ることができるよう

に，多様な就労ニーズに対応し，障害特性・状態に応じた就労環境づくりを推進

します。 

② 就労促進に向けた普及啓発 

障害のある方の就労について企業や市民の関心を高めるため，様々な媒体を活用

するとともに，様々な機会をとらえて広報を行い，さらなる普及啓発を図ります。 

 (2) 障害者就労支援体制の充実 

① 就労支援ネットワークの推進 

各支援機関のネットワークをとおした総合的な支援を行うため，障害者就労支援

センターを中心とした就労支援体制の充実を図ります。 

② 個別ニーズに対応できる支援体制の整備 

障害のある方の多様な就労ニーズへの対応や就労継続の支援等を図るため，障害

者就労支援センターの支援力を高めるとともに，就労移行支援事業所等の支援者

向けの体系的な研修システムを構築します。 

 (3) スポーツ・文化・芸術活動への支援 

① スポーツ・レクリエーション活動の促進 

スポーツ・レクリエーション活動への参加機会を拡大することによって，障害の

ある方の生活・活動の幅を広げていきます。 

② 文化・芸術活動の促進 

障害のある方が主体的に文化・芸術活動に取り組むことができるよう，文化・芸

術活動への参加機会を広げるとともに，活動成果の発表の場づくりを支援します。 

(4) 障害者自身による主体的な社会的活動支援 

① 当事者活動の推進 

障害のある方の自主的な活動を推進するため，自ら支え合うセルフヘルプグルー

プや同じ障害のある人の相談に応じるピアカウンセリングなど，互いに励まし支

え合う活動等を支援します。 

② 社会的活動への参加促進 

障害のある方の社会参加や自立を促進するため，ボランティアへの参加などの社

会的活動への参加を促進します。 

 

基本方針基本方針基本方針基本方針５５５５    サービスサービスサービスサービスのののの充実充実充実充実とととと質質質質のののの向上向上向上向上    
(1) サービスを選択できる環境の整備 

① 障害福祉サービス提供体制の整備 

訪問系サービス，日中活動系サービス，居住系サービス等について，障害のある

方とその家族がいつでもどこでも必要とするサービスを選択し，利用できる基盤

の整備を促進します。 

② 地域生活を支える各種サービスの提供 

相談支援事業，移動支援事業など自立支援法の地域生活支援をはじめとした多様

なサービスを提供し，一人ひとりに合ったきめ細やかなサービスの提供を図りま

す。 

③ サービスの質の維持向上を図る指導 

障害のある方が利用するサービスの質を維持し，向上を図るため，事業者への指

導等を行っていきます。 

(2) 人材の育成・確保 
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① 障害福祉に従事する人材育成・研修の充実 

行政，各団体など多様な主体による専門分野に関する研修会などを活用し，障害

に関する専門性を備えた人材の育成を図っていきます。 

② ボランティアなど地域で支える担い手の確保 

各種事業の実施や各団体などの取り組みを通し，ボランティアの養成やボランテ

ィアへの関心を高め，市民の活動への参加を促します。 

 

２ 第３期障害福祉計画における障害福祉サービスの数値目標及び見込量等 

【24 年度～26 年度】 
(1) 数値目標 

障害のある方の自立支援の観点から，施設から地域生活への移行や就労支援とい

った主要な課題に対応するため，国の基本指針※に即すとともに，本市における第１

期計画及び第２期計画期間中の実績等を踏まえて数値目標を設定します。 

※障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業

の提供体制の整備並びに自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保

するための基本的な指針 

 

 

① 施設の入所者の地域生活への移行 

福祉施設に入所している方（以下「施設入所者」という。）のうち，今後，グル

ープホームやケアホーム，一般住宅等に移行する人の数を見込み，地域生活への移

行者数の数値目標を設定します。 

平成 26 年度末までに，平成 17年 10 月 1 日時点の全施設入所者数 689 人の 4 割に

当たる 275 人の地域移行を目指します。 

また，平成 26 年度末時点の施設入所者数を，平成 17 年 10 月 1日時点と比べて

172 人（689 人の 25％）少ない 517 人とします。 

 

項目 
第３期計画 

数値目標 

第２期計画 

数値目標 

22 年度実績 

（累計） 

施設入所者の地域 

生活への移行者数 
２７５人 １７２人 

１７人 

(１４３１４３１４３１４３人人人人) 

施設入所者数 ５１７人 ５９１人 ５９７人 

 

② 福祉施設から一般就労への移行 

平成 26 年度において，平成 17 年度実績の 19人の５倍以上，100 人の移行を目指

します。また，福祉施設利用者 4,182 人のうち 15%の 628 人が就労移行支援事業を利用

し，就労継続支援事業の利用者の 15％が就労継続支援（Ａ型）事業を利用することを目

指します。 

項 目 
第３期計画 

数値目標 

第２期計画 

数値目標 
22 年度実績 

福祉施設から一般就労への

移行者数 
１００人 ７６人 ９１人 

就労移行支援事業利用者数 ６２８人 － － 

就労継続支援(A型)利用者割合 １５．０％ － － 
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(2) 見込量の推計の考え方 

各サービスの利用者数及び量の見込みについては，現在の利用者数や特別支援学

校卒業者数，これまでの利用者数，施設等からの地域移行者数などの推移を踏まえ

て設定します。 

現在，障害者自立支援法における障害福祉サービスの児童デイサービス，地域生

活支援事業の障害児タイムケア事業については，法改正により，平成 24年４月から

児童福祉法の障害児通所支援になりますが，本計画においては，障害福祉サービス

と同様に見込量を推計します。 

 

(3) 障害福祉サービス等の提供体制確保のための方策等 

訪問系サービス，日中活動系サービス，居宅系サービスについては，既存のサー

ビス事業所による対応を継続するとともに，共同生活援助（グループホーム）や共

同生活介護（ケアホーム）など，需要の増加が見込まれるサービスについては，事

業者に対して適切な情報提供を行うなどしながら，サービスの量的な拡大を図り，

必要な実施体制と見込量の確保に努めます。 

障害福祉サービス等を適切に利用することができるような利用計画の策定をはじ

め，施設や病院からの地域移行，障害のある方が身近な地域で暮らし続ける支援の

充実を図っていくため，各区保健福祉センター，精神保健福祉総合センター，障害

者更生相談所，北部発達相談支援センター，南部発達相談支援センター及び指定相

談支援事業所等が連携しながら，見込量の確保に向けた相談支援機能の強化に努め

ます。 

また，平成 24 年４月からは，宮城県から本市へ事業者指定事務の権限等が移譲さ

れることとなっており，事業者への指導等を通し，サービスの質の向上を図ってい

きます。 

 

(4) 地域生活支援事業提供体制確保のための方策等 

地域生活支援事業は，障害のある方が自立した日常生活又は社会生活を営むこと

ができるよう，地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業形態等により効率

的・効果的に実施する事業です。実施が義務づけられている必須事業と，市町村の

判断により地域の実情に応じて実施するものがあります。 

必須事業は，相談支援事業，成年後見制度利用支援事業，コミュニケーション支

援事業，日常生活用具給付事業，移動支援事業及び地域活動支援センターとなって

います。 

相談支援事業については，自立支援協議会の各区設置を進める等，相談支援体制

の再編強化に取り組むとともに，各種相談に応じ，障害のある方一人ひとりに即し

たサービスの利用を援助する質の高いケアマネジメント，必要な情報提供等を行う

相談支援体制の確保を図っていきます。 

成年後見制度利用支援事業，手話通訳や要約筆記等のコミュニケーション支援事

業，日常生活用具給付事業及び移動支援事業については，現在の体制を基本に提供

体制を確保します。地域活動支援センターについては，障害特性等に応じた活動の

機会や場の提供の確保を図っていきます。 

発達障害者支援センター運営事業については，北部及び南部の発達相談支援セン

ター２館体制により支援を行っていきます。 

生活支援事業，日中一時支援事業，社会参加促進事業などの各種事業については，

障害のある方が生きがいをもって自立した地域生活を送ることができるよう，現体

制を基本にサービス提供体制を確保します。 
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(5) 障害福祉サービス，地域生活支援事業等の見込量 

① 障害福祉サービス等の見込量 

 

サービスサービスサービスサービスのののの種類種類種類種類    単位単位単位単位    平成平成平成平成 24242424 年度年度年度年度    平成平成平成平成 25252525 年度年度年度年度    平成平成平成平成 26262626 年度年度年度年度    

(1)(1)(1)(1)訪問系訪問系訪問系訪問系サービスサービスサービスサービス    

時間分/月 41,445 44,097 46,951 
 

①居宅介護、②重度訪問介護 

③同行援護、④行動援護 

⑤重度障害者等包括支援 利用者数/月 1,559 1,678 1,809 

(2)(2)(2)(2)日中活動系日中活動系日中活動系日中活動系サービスサービスサービスサービス 

人日分/月 26,679 28,266 29,891 
①生活介護 

利用者数/月 1,461 1,548 1,637 

人日分/月 303 310 319 
②自立訓練（機能訓練） 

利用者数/月 46 47 48 

人日分/月 964 1,069 1,188 
③自立訓練（生活訓練） 

利用者数/月 73 81 90 

人日分/月 5,966 7,128 8,290 
④就労移行支援 

利用者数/月 452 540 628 

人日分/月 4,178 4,732 5,287 
⑤就労継続支援Ａ型 

利用者数/月 211 239 267 

人日分/月 20,814 21,977 23,285 
⑥就労継続支援Ｂ型 

利用者数/月 1,352 1,427 1,512 

⑦療養介護 利用者数/月 113 114 115 

人日分/月 1,285 1,285 1,285 

 

⑧短期入所 
利用者数/月 185 185 185 

((((3333))))居住系居住系居住系居住系サービスサービスサービスサービス    

①共同生活援助 

②共同生活介護 
利用者数/月 592 638 685 

 
③施設入所支援 利用者数/月 577 547 517 

(4)(4)(4)(4)相談支援相談支援相談支援相談支援    

①計画相談支援 418 801 1,220 

②地域移行支援 15 18 21 
 

③地域定着支援 

利用者数/月 

10 12 14 

 



 - 24 - 

② 地域生活支援事業等の見込量の続き 

 

 ⅱ 地域生活支援事業等の見込量 

サービスサービスサービスサービスのののの種類種類種類種類    単位単位単位単位    平成平成平成平成 24242424 年度年度年度年度    平成平成平成平成 25252525 年度年度年度年度    平成平成平成平成 26262626 年度年度年度年度    

(1) (1) (1) (1) 地域生活支援事業地域生活支援事業地域生活支援事業地域生活支援事業 ( ( ( (必須事業必須事業必須事業必須事業))))    

①相談支援事業  

ⅰ)障害者相談支援事業 実施箇所数 17 17 17 

 基幹相談支援基幹相談支援基幹相談支援基幹相談支援センターセンターセンターセンター    設置設置設置設置のののの有無有無有無有無    無 無 有 

ⅱⅱⅱⅱ))))市町村相談支援機能強化事業市町村相談支援機能強化事業市町村相談支援機能強化事業市町村相談支援機能強化事業    実施実施実施実施のののの有無有無有無有無    無無無無    無無無無    無無無無    

 

ⅲⅲⅲⅲ))))住宅入居等支援事業住宅入居等支援事業住宅入居等支援事業住宅入居等支援事業    実施実施実施実施のののの有無有無有無有無    無無無無    有有有有    有有有有    

②成年後見制度利用支援事業 実利用見込者数実利用見込者数実利用見込者数実利用見込者数    15151515    15151515    15151515    

③コミュニケーション支援事業 

手話通訳者 

利用者数/年 
1,800 1,800 1,800 

ⅰ)手話通訳者･要約筆記者派遣事業 
手話奉仕員等 

利用者数/年 
1,034 1,147 1,273 

ⅱ)手話通訳者設置事業 配置者数 7 7 7 

③日常生活用具給付事業 

ⅰ)～ⅵ)合計 20,064 22,050 24,214 

ⅰ)介護・訓練支援用具 133 152 174 

ⅱ)自立生活支援用具 171 172 173 

ⅲ)在宅療養等支援用具 335 368 404 

ⅳ)情報・意思疎通支援用具 181 182 183 

ⅴ)排泄管理支援用具 19,209 21,129 23,241 

 

ⅵ)居宅生活動作補助用具 

給付件数/年 

35 37 39 

利用時間分/年 116,432 130,520 146,313 ⑤移動支援事業 

利用者数/年 714 792 879 

実施箇所数 27 27 27 ⑥地域活動支援センター 

利用者数/年 333 362 371 

実施箇所数 2 2 2 ⑦発達障害者支援センター運営事業 

利用者数/年 2,459 2,508 2,558 

 

⑧障害児等療育支援事業 実施箇所数 5 5 5 

 



 - 25 - 

（ ⅱ 地域生活支援事業等の見込量の続き） 

サービスサービスサービスサービスのののの種類種類種類種類    単位単位単位単位    平成平成平成平成 24242424 年度年度年度年度    平成平成平成平成 25252525 年度年度年度年度    平成平成平成平成 26262626 年度年度年度年度    

(3)(3)(3)(3)地域生活支援事業地域生活支援事業地域生活支援事業地域生活支援事業((((そのそのそのその他他他他のののの事業事業事業事業))))    

実施箇所数 3 3 3 
①福祉ホーム事業 

利用者数/年 55 55 55 

②訪問入浴サービス事業 利用者数/年 102 103 104 

③身体障害者自立支援事業 利用者数/年 10 10 10 

④重度障害者在宅就労促進特別事業 利用者数/年 20 20 20 

⑤生活支援事業 

ⅰ)生活訓練等事業 利用者数/年 950 950 950 

ⅱ)本人活動支援事業 利用者数/年 60 60 60 

ⅲ)ボランティア活動支援事業 利用者数/年 180 180 180 

ⅳ)福祉機器リサイクル事業 利用者数/年 60 60 60 

ⅴ)知的障害者自立体験ステイ事業 利用者数/年 60 60 60 

ⅵ)発達障害児自立支援事業 利用者数/年 4 6 8 

 

ⅶ)自閉症児者地域生活支援事業 利用者数/年 190 201 213 

回数/年 2,021 2,021 2,021 
⑥日中一時支援事業 

利用者数/年 41 41 41 

⑦生活サポート事業 利用者数/年 1 1 1 

⑧社会参加促進事業 

i) スポーツ･レクリエーション教室

開催事業 
参加者数/年 4,171 4,242 4,315 

ⅱ)芸術・文化講座開催等事業 参加者数/年 12,041 12,643 13,275 

ⅲ) 点字・声の広報等発行事業 利用者数/年 1,051 1,075 1,100 

ⅳ)奉仕員養成研修事業 

手話奉仕員 40 40 40 

要約筆記奉仕員 20 20 20 

点訳奉仕員 10 10 10 

 

朗読奉仕員 

養成講習 

終了者数 

/年 

10 10 10 

 

  

ⅴ)自動車運転免許取得･改造助成 

事業 
助成者数/年 60 60 60 

 

サービスサービスサービスサービスのののの種類種類種類種類    単位単位単位単位    平成平成平成平成 24242424 年度年度年度年度    平成平成平成平成 25252525 年度年度年度年度    平成平成平成平成 26262626 年度年度年度年度    

人日分/月 9,505 9,937 10,251 
放課後等デイサービス 

利用者数/月 1,246 1,301 1,341 

※ 23 年度までの障害者自立支援法における「児童デイサービス」と「障害児タイムケア事業」となります。 
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Ⅵ 計画の推進 

計画の推進にあたっては，各主体の連携・協調のもと，震災からの復興に向けた

まちづくりを推進しながら，障害の有無にかかわらず誰もが安心して地域生活がで

きるような支援体制の整備を進め，社会全体で障害のある方を包み込み，自立と社

会参加等を支援していきます。 

また，本市の厳しい財政状況や社会情勢の変化等に応じ，必要な見直し等を行い，

施策の重点化を図るとともに，新たに設置する審議会において，継続的に計画の進

捗状況を点検・評価し，見直しや次の計画への反映をしていきます。 

 

１ 各主体の役割 

施策の推進にあたっては，行政はもちろんのこと，障害者団体等，企業等，地域，

市民等との協働・連携が必要であり，各主体がつながり，支え合いながら，社会全

体の取り組みとして進めていきます。 

(1) 行政の役割 

本市は，国や宮城県，関係機関と協調し，行政だけでなく，様々な主体と連携

した支援のネットワークを強化し，障害のある方が地域で安心して生活できる仕

組みづくりを推進します。 

(2) 障害者団体等の役割 

地域や団体間の連携を進め，生活の支援や当事者活動の促進を図り，障害のあ

る方の自立と社会参加を推進していくことが期待されます。 

(3) 企業等の役割 

障害のある方の自立した生活に向け，雇用の拡大を図るとともに，地域や社会

を構成する一員として，障害のある方が住みやすい地域や社会づくりへの取り組

みが期待されます。 

(4) 地域の役割 

地域は，市民，団体，企業等様々な主体で構成されています。震災を契機に地

域の絆の重要性があらためて認識されたところであり，地域の誰もが互いにつな

がりながら，障害があっても安心して生活できる環境づくりに取り組むことが期

待されます。 

(5) 市民の役割 

様々な主体や社会を構成しているのは市民一人ひとりです。 

障害のある方やその家族を孤立させることのないよう，市民が，障害のある方

に対し無関心にならず，正しい理解と意識を持って，誰もがつながり，支え合う

地域，社会の実現に向けて努力していく必要があります。 
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２ 推進体制 

障害者基本法の改正により，都道府県及び政令指定都市は，新たに審議会その他

の合議制機関の設置が義務づけられ，その審議会において次の役割を担うこととさ

れました。 

(1) 市町村障害者計画策定にあたっての意見 

(2) 施策の総合的かつ計画的な推進について必要な事項の調査審議及びその施

策の実施状況の監視 

(3) 施策の推進について必要な関係行政機関相互の連絡調整を要する事項の調

査審議 

  

本市としては，改正改正改正改正されたされたされたされた障害者基本法障害者基本法障害者基本法障害者基本法にににに基基基基づくづくづくづく審議会審議会審議会審議会としてとしてとしてとして，，，，あらためてあらためてあらためてあらためて仙台仙台仙台仙台

市市市市障害者施策推進協議会障害者施策推進協議会障害者施策推進協議会障害者施策推進協議会をををを位置位置位置位置づけづけづけづけ，，，，ここここれられられられらのののの役割役割役割役割をををを担担担担っていきますっていきますっていきますっていきます。。。。    

障害者施策推進協議会における障害者保健福祉計画及び第３期障害福祉計画の

進捗状況に係る監視（モニタリング）等を通じ，両計画について評価を行い，その

結果を公表しながら，必要に応じて見直しを行うとともに，次の計画や施策等に反

映させていきます。 
 

つながつながつながつながるるるる 

支支支支ええええ合合合合うううう    

行政 

障害者団体等 企業等 

施策の対象 

となる方々 

地域 
 

市民 市民 


